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はじめに 

 

現下の地方財政は、極めて厳しい状況にあり、「経済財政改革の基本方針２００７」におい

ても、これまで行ってきた歳出改革の努力を決して緩めることなく、財政の健全化を図るこ

とが求められている。 

本市においても、市税は大幅な収入増を見込める状況にはなく、地方交付税は今後更に削

減の方向に進むことが避けられず、歳出面でも、これから償還のピークを迎える公債費をは

じめとして、扶助費等の義務的経費を中心に確実に増加が見込まれ、一段と厳しい財政状況

が続くことは、必至である。 

このため、平成１９年度から２１年度までを計画期間とする「集中改革プラン」を策定し、

行政の規模と質を経営体力に見合ったものに改め、歳入と歳出のバランスのとれた持続可能

な行政体を目指して、あらゆる分野において行財政改革を推進しているところである。 

一方、待望の能越自動車道「氷見高岡道路」が開通し、人と物の交流が拡大しており、氷

見市が更に飛躍する好機でもある。 

厳しい財政環境を踏まえつつも、里山や海の豊かな自然、食文化、歴史資源、地域の人材

といった「氷見の持つ良さ」を更に進化させ、地域経営の視点に立って、地域の元気づくり

を育む施策を積極的に推進する必要がある。 

この冊子を通して、本市の厳しい財政状況を認識いただき、「人と自然がなごむ交流都市 

ひみ」の実現に向け、より良い方策が創出されることを期待するものである。 
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１ 決 算 規 模 
 
平成１８年度の一般会計決算額は、次のとおりとなった。 
歳入 ２２，２６６，８９９千円 （前年度 ２２，３４０，３６７千円） 
歳出 ２１，５６２，７６９千円 （前年度 ２１，６４６，４３３千円） 
前年度に比べて、歳入では７３，４６８千円、０．３％の減、歳出では８３，６６４千円、０．４％

の減となった。 
増減のもっとも大きな理由は、

指定管理者制度が導入された施

設において使用料が指定管理者

の収入となり、その分の委託料

が減額となったことであるが、

その他には歳入面では市債の発

行を抑制したこと、歳出面では

人件費を抑制したことや暖冬に

よる除雪費の減少などが挙げら

れる。 
決算規模の過去１０年間の推

移は、第１図のとおりである。 
決算規模は、景気対策もあり、

大型事業の施行などによって平

成１０年度までは拡大を続けて

いたが、１１年度以降は停滞す

る景気の影響を受けて縮小して

おり、行財政健全化緊急プログ

ラム実施の平成１５年度からは

さらに緊縮している。（平成１６

年度決算額には減税補てん債の

借換額が含まれている。） 
 
２ 決 算 収 支 
 
平成１８年度の決算収支の状況は、第１表のとおりである。 
歳入歳出差引額である形式収支は、７０４，１３０千円の黒字となった。ここから明許繰越等の事業

に充てるため翌年度へ繰り越すべき財源１５８，１２５千円を控除した実質収支でも５４６，００５千

円の黒字であるが、実質収支比率（実質収支の標準財政規模に占める割合）は４．２％で前年度の４．

７％を下回った。また、実質収支も前年度を下回ったことから、単年度収支（今年度実質収支－前年度

実質収支）では６０，４７６千円の赤字となり、実質的な黒字要素となる財政調整基金積立金及び繰上

償還金、赤字要素となる財政調整基金取崩額を加味した実質単年度収支においても２５６，１８２千円

の赤字となった。なお、実質収支の過去１０年間の推移は、第２図のとおりである。 

 

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
歳入 2,500 2,678 2,538 2,475 2,471 2,498 2,262 2,335 2,234 2,226
歳出 2,441 2,616 2,462 2,407 2,401 2,435 2,188 2,274 2,165 2,156

第１図    決算規模の推移
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第１表   一般会計決算収支の状況

（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度

1歳入総額 22,340,367 22,266,899

2歳出総額 21,646,433 21,562,769

3歳入歳出差引額(１－２) 693,934 704,130

4翌年度に繰り越すべき財源 87,453 158,125

5実質収支(３－４) 606,481 546,005

6単年度収支 48,179 △ 60,476

7財政調整基金積立金 279,370 304,294

8繰上償還金 46,820 0

9財政調整基金取崩額 400,000 500,000

10実質単年度収支(６＋７＋８－９) △ 25,631 △ 256,182

11実質収支比率(５／１２) 4.7% 4.2%

12標準財政規模 12,936,399 12,980,867

区          分

 
 

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

実質収支 516 490 554 557 592 523 505 558 606 546

第２図  実質収支の推移
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３ 歳 入 の 状 況 
  
平成１８年度の歳入決算額は、２２，２６６，８９９千円で、前年度（２２，３４０，３６７千円）

に比べ７３，４６８千円、０．

３％減（前年度４．３％減）と

なった。歳入の内訳は、第２表

のとおりである。 
一般財源では、市税５，１２

０，７１８千円（構成比２３．

０％）、地方交付税７，７８０，

２９２千円（構成比３４．９％）、

地方譲与税７２４，８７２千円

（構成比３．３％）等、総額で

１５，００９，６５４千円とな

り、前年度に比べ２，７８５千

円の微増となり、一般財源の歳

入総額に占める割合（一般財源

比率）は６７．４％で前年度を

０．２ポイント上回った。 
特定財源では、国庫支出金１，

２４５，０６２千円（構成比５．

６％）、県支出金１，６７９，

０３６千円（構成比７．６％）、

一般財源以外の市債１，２９０，

１００千円（構成比５．８％）

等、総額で７，２５７，２４５

千円となり、前年度に比べ７６，

２５３千円、１．０％の減とな

った。 
歳入の特徴としては、一般財

源では三位一体改革による交付税削減・税源移譲の本格的実施に先立って、税源移譲予定額の全額が地

方譲与税のひとつである所得譲与税として交付されたため、地方交付税の割合が減少して地方譲与税の

割合が増加したことである。また、市税も定率減税の縮小などにより増加している。特定財源では、指

定管理者制度に移行した施設の使用料がなくなったこと、市債の発行を抑制したこと、未利用地の積極

的な売却によって財産収入が増加したことなどが特徴として挙げられる。 
第３図は、これらの歳入総額に占める割合の推移を示したものである。地方交付税に関しては、税源

移譲予定額が削減されているものの、依然として３５％に近い比率で、市税の構成比を１０ポイント以

上上回っていることから、交付税への依存度が高いことがわかる。

区分 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18

市税 23.120.721.821.521.521.022.421.122.123.0

地方交付税 30.029.333.834.833.833.436.234.336.134.9

地方譲与税 1.41.01.11.11.01.01.11.62.13.3

国庫支出金 7.46.910.16.36.86.88.07.46.25.6

県支出金 6.25.55.75.96.06.86.45.76.57.6

市債 17.521.812.013.914.114.311.613.79.68.3

諸収入 3.23.13.74.03.94.24.34.54.74.4

その他 11.211.711.812.512.912.510.011.712.712.9

※市債には、減税補てん債及び臨時財政対策債を含む

第３図   歳入に占める構成比の推移
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第２表   一般会計歳入決算額の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 1７／1６ 1８／1７

4,921,19321.14,941,21422.15,120,71823.0 0.4 3.6

地方譲与税 372,2611.6 472,9002.1 724,8723.3 27.053.3

利子割交付金 55,2090.2 38,4510.2 28,1010.1△ 30.4△ 26.9

配当割交付金 11,6880.1 18,9720.1 25,7470.1 皆増 35.7

9,5680.1 23,5670.1 22,8630.1 皆増 △ 3.0

地方消費税交付金 503,5812.1 462,8532.1 469,8802.1△ 8.1 1.5

ゴルフ場利用税交付金 16,3960.1 15,9570.1 16,7570.1△ 2.7 5.0

特別地方消費税交付金 - - - - - - - -

自動車取得税交付金 134,5140.6 131,9350.6 136,9720.6△ 1.9 3.8

地方特例交付金 177,7760.7 167,3970.7 115,7130.5△ 5.8△ 30.9

地方交付税 8,028,60134.38,061,76736.17,780,29234.9 0.4△ 3.5

普通交付税 6,914,15729.66,989,50231.36,775,12130.4 1.1△ 3.1

特別交付税 1,114,4444.71,072,2654.81,005,1714.5△ 3.8△ 6.3

交通安全対策特別交付金 8,9560.1 9,1560.0 9,6390.1 2.2 5.3

65,2000.3 65,9000.3 42,7000.2 1.1△ 35.2

臨時財政対策債 773,1003.3 596,8002.7 515,4002.3△ 22.8△ 13.6

15,078,04364.615,006,86967.215,009,65467.4△ 0.5 0.0

分担金及び負担金 370,6581.6 391,5671.8 390,8451.8 5.6△ 0.2

使用料 186,5920.8 149,5500.7 94,7060.4△ 19.9△ 36.7

手数料 98,1630.4 93,4690.4 90,7660.4△ 4.8△ 2.9

国庫支出金 1,740,6567.41,384,5366.21,245,0625.6△ 20.5△ 10.1

県支出金 1,336,5145.71,461,4736.51,679,0367.6 9.3 14.9

財産収入 41,1860.2 25,0240.1 45,3300.2△ 39.281.1

寄附金 11,9910.1 28,2460.1 20,6950.1135.6△ 26.7

繰入金 321,5671.4 670,4443.0 716,9783.2108.56.9

繰越金 740,9243.2 603,4862.7 693,9343.1△ 18.515.0

諸収入 1,057,7834.51,044,1034.7 989,7934.4△ 1.3△ 5.2

2,361,20010.11,481,6006.61,290,1005.8△ 37.3△ 12.9

8,267,23435.47,333,49832.87,257,24532.6△ 11.3△ 1.0

23,345,277100.022,340,367100.022,266,899100.0△ 4.3△ 0.3

（単位：千円、％）

区    分
平成１７年度 平成１８年度 増減率平成１６年度

特定財源計

合   計

市税

株式等譲渡所得割交付金

一般財源計

市債(減税補てん債(借換除く)
及び臨時財政対策債を除く)

減税補てん債（借換除く）
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（１）市 税 
 

市税の決算額は、５，１２０，７１８千円で、前年度（４，９４１，２１４千円）に比べ１７９，５

０４千円、３．６％の増となった。第４図は、市税の対前年度増減率の推移を示したものである。個人

市民税は、所得割では定率減税の縮小や老年者控除の廃止など、均等割では同一生計の妻に対する非課

税措置が廃止されたことなどにより、８．７％の増となった。法人市民税は、一部の企業で業績が好転

したことにより、３４．９％

と大幅な増となった。 
固定資産税は、償却資産

では一部企業の償却資産の

増加により増額しているが、

家屋で１８年度の評価替え

により評価額が大幅に下落

したことなどにより、２．

４％の減となった。 
内訳は、第３表のとおり

である。個人市民税は、１，

７２５，９５４千円で、前

年度に比べ１３７，５３７

千円、８．７％の増、法人

市民税は、３４９，４９７

千円で、前年度に比べ９０，

４６１千円、３４．９％の

増となった。固定資産税は、

２，５９６，４７６千円で

前年度に比べ６３，５６１

千円、２．４％の減となっ

た。 
その他では、軽自動車税

が１０８，４３５千円で、前年度に比べ１，３８３千円、１．３％の増、たばこ税が３１３，７５１千

円で、前年度に比べ１０，９７０千円、３．６％の増、入湯税は２６，６０５千円で、前年度に比べ２，

７１４千円、１１．４％の増となった。 
現年課税分徴収率は、市税全体では９８．０％で前年度比０．５ポイント増となった。平成１９年度

からは税源移譲で市税収入額が大幅に伸びるため、徴収率が市の財政に与える影響がますます大きくな

り、市税徴収率の低下は市の財政の致命傷となりかねない。そのため、現年課税分徴収率をさらに高め

るとともに、過去の滞納分である滞納繰越分についても徴収率を高めるため、今後より一層の徴収の強

化と滞納処分の円滑化を図っていく必要がある。 
また、法人市民税は１、２社の業績によって大幅に増減するという不安定さがあるため、引き続き企

業の誘致に力を入れるなどし、安定した税収基盤を整えていく必要がある。 

区分 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18
個人市民税 11.9△ 12.5△ 3.3△ 3.8△ 3.1△ 3.2△ 6.0△7.0 0.2 8.7

法人市民税 △ 2.2△ 8.0△ 6.6△ 4.3△ 11.5△ 16.618.8△13.3△ 3.634.9

固定資産税 △ 2.82.9 2.5△ 4.34.0 1.0△ 4.30.1 1.2△ 2.4

市税総額 3.9△ 4.3△ 0.1△ 3.80.1△ 1.6△ 3.3△2.9 0.4 3.6

名目ＧＤＰ 0.2△ 2.1△ 0.2△ 0.6△ 2.8△ 0.60.1 0.8 1.8 1.4

第４図  市税の対前年度増減率の推移
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第３表 市税収入の状況 

（単位：千円、％）

1,847,45398.6 37.42,075,45198.7 40.5△ 0.4 12.3

個人 1,588,41798.5 32.21,725,95498.5 33.7 0.2 8.7

法人 259,03699.1 5.2349,49799.6 6.8△ 3.6 34.9

2,660,03796.3 53.82,596,47697.3 50.7 1.2△ 2.4

107,05298.1 2.2108,43598.0 2.1 1.8 1.3

302,781100.0 6.1313,751100.0 6.2△ 2.7 3.6

0 - 0.0 0 - 0 - -

23,89199.9 0.5 26,60599.8 0.5 5.8 11.4

4,941,21497.5100.05,120,71898.0100.0 0.4 3.6

現年課税分
徴収率 構成比 １７／１６ １８／１７

区分

平成１７年度 平成１８年度 増減率

決算額
現年課税分
徴収率 構成比 決算額

特別土地保有税

入湯税

合   計

市民税

固定資産税

軽自動車税

たばこ税

 
（２）地 方 交 付 税 
 
地方交付税の決算額は、７，７８０，２９２千円で、前年度（８，０６１，７６７千円）に比べ２８

１，４７５千円、３．５％の減となった。内訳は、普通交付税が６，７７５，１２１千円で、前年度に

比べ２１４，３８１千円、３．１％の減、特別交付税が１，００５，１７１千円で、前年度に比べ６７，

０９４千円、６．３％の減となった。 
普通交付税の状況は、第４表のとおりである。基準財政需要額は、経常経費が１．９％増、投資的経

費が７．４％減、公債費が５．７％増となっている。それぞれの増減の主な要因は、経常経費では三位

一体改革により児童手当負担金などをはじめとした国補補助負担金が一般財源化された分野で単位費

用が伸びたこと、投資的経費では、地方財政計画上の投資的経費抑制などにより、単位費用が総じて減

少していることに加え、経常経費にも当てはまることであるが、１７年国勢調査の実施による調査人口

の減少が影響している。公債費では、１４年度臨時財政対策債の元金償還額の算入が開始されたことな

どが挙げられる。以上により、臨時財政対策債振替相当額を控除する前の基準財政需要額では０．３％

の減であるが、臨時財政対策債振替相当額が１３．６％の減となったため、臨時財政対策債振替相当額

を控除した後の基準財政需要額は０．４％の増となった。 
基準財政収入額では、所得譲与税に税源移譲予定額全額が計上されたことなどから、５．７％の増と

なった。また、平成１８年度は１７年度に引き続き、地方交付税の原資となる国税収入の増加が見込ま

れたため、国の補正予算により交付税総額が増額され、普通交付税の調整額が復活となり、調整額相当

分が追加交付されている。 
特別交付税は、小学校の統合に係る経費などが増額となっているが、暖冬で降雪がほとんどなく除雪

経費が大幅に減少しており、また、全国への配分総額ベースも対前年度比５．９％の減となっているた

め、６７，０９４千円、６．３％の減になった。 
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第４表 普通交付税の状況

（単位：千円、％）

平成１７年度 平成１８年度 増減率

経常経費（ａ） 7,900,7678,046,9341.9

投資的経費（ｂ） 3,227,0732,989,210△ 7.4

公債費（ｃ） 1,039,0931,097,9335.7

臨時財政対策債振替相当額（ｄ） 596,860 515,458△ 13.6

算出額計（ａ+ｂ+ｃ-ｄ） 11,570,07311,618,6190.4

錯誤額 0 △ 2,363 -

計   Ａ 11,570,07311,616,2560.4

算出額 4,580,5714,842,2425.7

錯誤額 0 △ 1,107 -

計   Ｂ 4,580,5714,841,1355.7

交付基準額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 6,989,5026,775,121△ 3.1

調整額 Ｄ 18,936 28,418 50.1

当初交付額 Ｅ(Ｃ－Ｄ) 6,970,5666,746,703△ 3.2

最終交付額※ Ｄ＋Ｅ 6,989,5026,775,121△ 3.1

※平成１７年度、１８年度ともに、国の補正予算により、調整額が復活となっている。

区    分

基準財政需要額

基準財政収入額

 
 
（３）国 庫 支 出 金 
 
国庫支出金の決算額は１，２４５，０６２千円で、前年度（１，３８４，５３６千円）に比べ、１３

９，４７４千円、１０．１％の減となった。 
うち、普通建設事業費支出金は３５８，１８３千円で、前年度（３２９，４９８千円）に比べ２８，

６８５千円、８．７％の増。主な増減要因は、園市営住宅建替事業費等に対する地域住宅交付金で１０

８，２９１千円増、氷見伏木線等の整備事業に交付される地方道路整備臨時交付金で４２，９３７千円

減、まちづくり交付金で３１，２９６千円減などである。 
災害復旧事業費支出金は、農林水産業施設災害復旧費負担金で２６，６１０千円減などにより、６９，

８７１千円で、前年度（９９，４９４千円）に比べ２９，６２３千円、２９．８％の減となった。 
その他では、一般財源化による影響として、児童手当負担金で４７，７４９千円減、児童扶養手当負

担金で４５，４５８千円減、公営住宅家賃収入補助金及び公営住宅等家賃対策費補助金で１６，６１５

千円減などとなっている。 
 
（４）県 支 出 金 
 
県支出金の決算額は、１，６７９，０３６千円で、前年度（１，４６１，４７３千円）に比べ２１７，

５６３千円、１４．９％の増となった。うち、普通建設事業費支出金は７９８，８１７千円で、前年度

（６１１，０８１千円）に比べ１８７，７３６千円、３０．７％の増、災害復旧事業費支出金は１７２，
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７６８千円で、前年度（１４６，８８９千円）に比べ２５，８７９千円、１７．６％の増となった。 
前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、卸市場衛生管理対策補助金

で１５３，０２４千円増、田園空間整備事業費補助金で１２７，８３５千円増、里地棚田保全整備事業

費補助金で５８，５０８千円減、移動通信用鉄塔施設整備事業の完了による電気通信格差是正事業費補

助金２４，８１２千円減などが挙げられる。その他では、事業費の介護保険特別会計への移転による在

宅介護支援センター運営費補助金１９，０１２千円の減、介護予防・地域支え合い事業費補助金１９，

２００千円の減などが挙げられる。 
 
（５）市 債 
 
市債の決算額は、１，８４８，２００千円で、前年度（２，１４４，３００千円）に比べ２９６，１

００千円、１３．８％の減となった。主な内訳は、第５表に示したとおりである。 
借入額が大幅に増加となった起債区分としては、公営住宅建設事業債で園市営住宅の第２期工事の着

工により８６，３００千円、７５７．０％の増、一般廃物処理整備事業債で西部清掃センター及び不燃

物処理センターの改修のための事業費が増加したことにより、１１６，７００千円、３４２．２％の増

などが挙げられる。また、一般補助施設整備等事業債は、１７年度に一般単独事業債の区分で借り入れ

ていたまちづくり交付金事業費充当の市債について、１８年度より新たに設けられた区分である。 
一般公共事業債、一般単独事業債及び辺地対策事業債については、一般財源及び起債額ベースで投資

的経費を抑制することによって、市債の発行を抑制しているものである。学校教育施設等整備事業債は

統合校である比美乃江小学校整備の完了により皆減となっている。 
減税補てん債は４２，７００千円で、定率減税の縮減等により２３，２００千円、３５．２％の減、

臨時財政対策債は５１５，４００千円で、地方財政計画上の地方財政の通常収支不足額が減少したとの

判断から発行総額が抑制され、８１，４００千円、１３．６％の減となった。 
臨時財政対策債及び減税補てん債を除いた市債の合計額は１，２９０，１００千円となり、前年度同

数値１，４８１，６００千円に比べ１９１，５００千円、１２．９％の減となっている。 
 
（６）そ の 他 の 歳 入 
 
その他の歳入では、地方譲与税のうち、自動車重量譲与税が２，５５２千円の減、地方道路譲与税が

１，９００千円の減となったが、所得譲与税は三位一体改革による税源移譲予定額の全額を譲与された

ため、２５６，４２４千円の増となっており、地方譲与税全体では２５１，９７２千円、５３．３％の

増となった。 
利子割交付金は引き続く預貯金の利率低迷等により、１０，３５０千円、２６．９％の減となる一方、

配当割交付金は６，７７５千円、３５．７％の増となった。また、株式等譲渡所得割交付金は７０４千

円、３．０％の減となった。地方消費税交付金は７，０２７千円、１．５％の増、ゴルフ場利用税交付

金は８００千円、５．０％の増、自動車取得税交付金は５，０３７千円、３．８％の増となった。 
地方特例交付金は、児童手当支給対象年齢の引き上げにより児童手当特例交付金が新設され１５，４

０１千円の皆増となったが、減税補てん特例交付金が恒久的減税影響見込額の減少により６７，０８５

千円の減となり、合わせて５１，６８４千円、３０．９％の減となった。交通安全対策特別交付金は４

８３千円、５．３％の増となっている。 
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このほか、使用料では指定管理者制度への移行に伴い施設等使用料が指定管理者の収入となったこと

により５４，８４４千円、３６．７％の減、財産収入は、貸付地等を積極的に売却したことによる不動

産売払収入の増などにより２０，３０６千円、８１．１％の増、寄附金は、１７年度において春の全国

中学生ハンドボール選手権大会開催のための寄附金等で一時的に多かったため、７，５５１千円、２６．

７％の減となった。 
また、繰入金については財政調整基金繰入金で１００，０００千円、２５％増などにより、４６，５

３４千円、６．９％の増となっている。財政調整基金の繰入額が引き続き増額となったことから、年々

歳入不足が深刻になっていることがうかがえる。 
 
第５表 市債発行額の状況 

263,300159,400△ 103,9003,258,831

11,400 97,700 86,300 639,475

66,900 54,800△ 12,100 522,370

70,100 0 △ 70,1001,556,137

34,100 150,800116,700 860,513

43,400 43,400 43,400

564,900430,900△ 134,00015,092,788

うち(旧)地域総合整備事業債 100,300 64,200△ 36,1007,070,948

うち臨時地方道整備事業債 171,400164,400△ 7,000 3,735,537

うち臨時河川等整備事業債 0 0 0 276,561

441,400323,100△ 118,3002,816,853

0 515,849

11,000 2,800 △ 8,200 763,298

0 0 0 19,954

0 121,440

65,900 42,700△ 23,2001,515,345

0 223,962

596,800515,400△ 81,4003,707,808

0 0 0 483

15,100 24,000 8,900 58,303

3,400 3,200 △ 200 738,832

2,144,3001,848,200△ 296,10032,455,641合　計

平成１７年度
発 行 額

平成１８年度
発 行 額

公営住宅建設事業債

学校教育施設等整備事業債

辺地対策事業債

災害復旧事業債

厚生福祉施設整備事業債

簡易水道事業債

財源対策債

平成１８年度末
現 在 高

区　分 差引増減額

臨時財政対策債

県貸付金

上水道事業出資債

一般公共事業債

一般単独事業債

減収補てん債

臨時財政特例債

減税補てん債（借換分含む）

臨時税収補てん債

一般廃棄物処理事業債

一般補助施設整備等事業債
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４ 歳 出 の 状 況 
 
平成１８年度の歳出決算額は、２１，５６２，７６９千円で、前年度（２１，６４６，４３３千円）

に比べ８３，６６４千円、０．４％の減（前年度４．８％減）となった。 
 
（１）目的別歳出決算額の状況 
 
目的別歳出決算額の状況は、第６表のとおりである。 
 

第６表   一般会計目的別歳出決算額の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 17／16 18／17

議会費 217,6411.0 211,2111.0 215,8231.0△ 3.0 2.2

総務費 2,362,44510.42,575,73811.92,418,37111.2 9.0△ 6.1

民生費 4,068,47217.94,131,77519.13,978,38018.5 1.6△ 3.7

衛生費 2,851,48012.52,618,96412.12,940,98313.6△ 8.2 12.3

労働費 38,3310.2 37,9770.2 38,0040.2△ 0.9 0.1

農林水産業費 1,980,2958.71,954,2839.02,229,88310.3△ 1.3 14.1

商工費 870,2473.8 952,2784.4 868,3644.0 9.4△ 8.8

土木費 3,132,56013.82,707,86912.52,835,43113.1△ 13.6 4.7

消防費 563,7412.5 557,8812.6 568,0842.6△ 1.0 1.8

教育費 1,673,8467.31,928,9158.91,465,2126.8 15.2△ 24.0

災害復旧費 260,1791.1 330,7051.5 308,8431.4 27.1△ 6.6

公債費 4,722,55420.83,638,83716.83,695,39117.1△ 22.9 1.6

諸支出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 - -

合   計 22,741,791100.021,646,433100.021,562,76999.8△ 4.8△ 0.4

（単位：千円、％）

区   分
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 増減率

 歳出総額に占める構成比は、民生費が１８．５％（前年度１９．１％）で最も大きく、次いで公債費

１７．１％（１６．８％）、衛生費１３．６％（１２．１％）、土木費１３．１％（１２．５％）などと

なっている。 
前年度と比べて増減の大きなものをみると、教育費は、事業の完了により市民会館整備費で１８５，

４７３千円減、柳田布尾山古墳保存調査整備事業費で７９，６７８千円減のほか、統合校整備推進事業

費の１０１，１９８千円減を含めて６校統合などにより小学校費全体で１１６，０４３千円減となった

ことなどから４６３，７０３千円、２４．０％の減となった。農林水産業費は、卸市場衛生管理対策施

設整備事業費２４３，６７５千円増などにより２７５，６００千円、１４．１％の増。衛生費は、病院

事業会計繰出金１１８，０１８千円増、西部清掃センター整備事業費１０５，３９３千円増、水道事業

会計繰出金４１，６９８千円増などにより３２２，０１９千円、１２．３％の増。商工費は、小規模企

業団地整備事業費で８５，７０５千円減などにより８３，９１４千円、８．８％の減。災害復旧費は、

農林水産施設災害復旧費で１７，７６０千円減などにより２１，８６２千円、６．６％の減。総務費は、

移動通信用鉄塔施設整備事業費１８０，９１７千円減などにより１５７，３６７千円、６．１％の減。

土木費は、除雪経費で減となったものの、園市営住宅建替事業費で２１６，８６６千円増などにより１

２７，５６２千円、４．７％の増となっている。 



12 

目的別歳出決算額の構成比の推移は、第５図のとおりである。 

 

（２）性質別歳出決算額の状況 

 

性質別歳出決算額の状況は、第７表のとおりである。 

① 義務的経費 
義務的経費の決算額は、１０，３３７，８８８千円で、前年度（１０，４０４，１４６千円）に比べ

６６，２５８千円、０．６％の減、歳出総額に占める構成比は、前年度に比べ０．１ポイント下がり、

４７．９％となった。 
人件費の決算額は、４，５８０，８２６千円で、前年度（４，６２１，７９６千円）に比べ４０，９

７０千円、０．９％の減となった。１７年度人事院勧告に基づく給与構造改革により給料表が減額改定

され、さらには勧奨退職を行うなどして職員給では２．９％減となっているが、退職者数の増加による

退職手当負担金の増加などが人件費全体での削減率を低下させている。内訳は、第８表のとおりである。 

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

総務費 12.510.313.817.712.812.211.310.411.911.2

民生費 16.216.219.316.717.419.918.017.919.118.5

衛生費 13.111.113.412.111.910.712.212.512.113.6

農林水産業費 11.210.710.49.4 9.3 9.5 8.9 8.7 9.0 10.3

土木費 15.014.314.214.114.113.513.413.812.513.1

教育費 13.517.77.2 7.5 8.1 8.7 7.9 7.3 8.9 6.8

公債費 10.611.512.714.015.616.117.320.816.817.1

その他 7.9 8.2 9.0 8.5 10.89.4 11.08.6 9.7 9.4

第５図   目的別歳出決算額の構成比の推移
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第７表   一般会計性質別歳出決算額の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 17/1618/17

4,643,76720.44,621,79621.34,580,82621.2△ 0.5△ 0.9

うち職員給 3,416,05615.03,368,33515.63,269,01015.2△ 1.4△ 2.9

2,127,1699.42,144,1239.92,062,3659.6 0.8△ 3.8

4,722,54820.83,638,22716.83,694,69717.1△ 23.01.6

元利償還金 4,719,34820.83,638,09516.83,694,57617.1△ 22.91.6

一時借入金利子 3,2000.0 1320.0 1210.0△ 95.9△ 8.3

11,493,48450.610,404,14648.010,337,88847.9△ 9.5△ 0.6

3,559,12315.63,460,44916.03,474,50916.1△ 2.8 0.4

補助事業費 1,688,9827.41,389,7376.41,743,6148.1△ 17.725.5

単独事業費等 1,870,1418.22,070,7129.61,730,8958.0 10.7△ 16.4

260,1791.1 330,7051.5 308,8431.4 27.1△ 6.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0 - -

3,819,30216.73,791,15417.53,783,35217.5△ 0.7△ 0.2

うち人件費 31,9500.1 34,6980.2 30,5140.1 8.6△ 12.1

2,279,69410.02,132,2469.92,073,7879.6△ 6.5△ 2.7

236,5071.1 257,5211.2 196,9910.9 8.9△ 23.5

1,424,9616.31,300,7936.01,370,6146.4△ 8.7 5.4

278,9431.2 340,5371.6 377,6301.8 22.110.9

907,9744.0 914,0584.2 874,4954.1 0.7△ 4.3

2,300,92610.12,505,97811.62,548,01211.8 8.9 1.7

7,429,00532.77,451,13334.57,441,52934.6 0.3△ 0.1

22,741,791100.021,646,433100.021,562,769100.0△ 4.8△ 0.4

（単位：千円、％）

区      分
平成１７年度 平成１８年度 増減率平成１６年度

投資的経費計

その他の経費計

合    計

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資金、貸付金

繰出金

扶助費

人件費

失業対策事業費

災害復旧事業費

普通建設事業費

公債費

義務的経費計

 

第８表 人件費の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

175,8893.8 176,7703.9 881 0.5

48,5391.0 40,8600.8 △ 7,679△ 15.8

3,368,33572.93,269,01071.5△ 99,325△ 2.9

基本給 2,303,96749.92,195,06847.9△ 108,899△ 4.7

その他の手当 1,064,36823.01,073,94223.5 9,5740.9

577,70012.5 568,70112.4△ 8,999△ 1.6

448,0549.7 522,25811.4 74,20416.6

3,2790.1 3,2270.1 △ 52△ 1.6

4,621,796100.04,580,826100.0△ 40,970△ 0.9

（単位：千円、％）

区分
平成１７年度 平成１８年度 比較

議員・委員等報酬手当

長等の特別職の給与費

職員給与費

地方公務員共済組合負担金

退職手当組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

合計  



14 

扶助費の決算額は、２，０６２，３６５千円で、前年度（２，１４４，１２３千円）に比べ８１，７

５８千円、３．８％の減となった。主な増減の要因は、社会福祉費では、障害者自立支援法の施行によ

って障害者の居宅介護・施設訓練等に係る利用料助成について１割が本人負担となったこと、及び訓練

施設への交付額が月割から日割計算となったことなどから減額となっていること。老人福祉費では、介

護予防や在宅介護支援センター運営に係る事業費６４，４７６千円が介護保険特別会計へ移転したこと。

児童福祉費では児童手当の支給対象年齢が小学校６年生まで引き上げられたことにより児童手当支給

事業費が６０，９７５千円増となったこと。生活保護費では、制度改正により被保護者の精神通院医療

に係る費用を県の事業で支弁することになったことなどにより減額となっているものである。その他、

教育費では要・準要保護生徒数の増加により扶助費が増加している。また、内訳は第９表のとおりであ

る。 
 

第９表   扶助費の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

社会福祉費 660,79130.8 584,67428.3△ 76,117△ 11.5

老人福祉費 81,2633.8 18,3050.9△ 62,958△ 77.5

児童福祉費 1,108,11051.71,185,12957.5 77,0197.0

生活保護費 278,70613.0 257,86512.5△ 20,841△ 7.5

災害救助費 0 0.0 0 0.0 0 －

小計 2,128,87099.32,045,97399.2△ 82,897△ 3.9

0 0.0 0 0.0 0 －

15,2530.7 16,3920.8 1,1397.5

2,144,123100.02,062,365100.0△ 81,758△ 3.8

（単位：千円、％）

区   分
平成１７年度 平成１８年度 比較

１
　
民
生
費

２   衛生費

３   教育費

合    計  

  
公債費の決算額は、３，６９４，６９７千円で前年度（３，６３８，２２７千円）に比べ５６，４７

０千円、１．６％の増となった。第６図は、市債発行額と公債費の推移を示したものである。 
市債の発行額は、１，８４８，２００千円となり、前年度の額（２，１４４，３００千円）に比べ２

９６，１００千円、１３．８％の減であった。 
平成１５年度の行財政健全化緊急プラグラムの策定によって市債の発行は抑制しているが、過去に借

り入れた市債残高が依然として高い水準にある。ふれあいスポーツセンターやいきいき元気館などの大

型事業で借り入れた市債の元金償還が出揃い、さらに今後は市民会館整備事業や環状北線・南線の整備

事業に借り入れた市債の償還が始まりこともあり、平成２０年度に向けて償還額はピークを迎える。 
これまでは市債の償還に要する費用が交付税算定の基礎となる基準財政需要額に算入されることか

ら、より算入率の高い有利な市債を活用し、社会資本整備を積極的に行ってきた。しかしながら、地方

交付税削減の流れの中で、地方部を中心に大半の団体が過去の借金の償還に苦しめられ、財政状況が悪

化しているのが現状である。そのため、なるべく市債に頼らない、身の丈に応じた健全な財政運営を行

えるよう改革を進めていくことが必要である。 
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② 投資的経費 
投資的経費の決算額は、３，７８３，３５２千円で、前年度（３，７９１，１５４千円）に比べ７，

８０２千円、０．２％の減となったが、歳出総額に占める構成比は、前年度同様１７．５％である。投

資的経費の内訳は、第１０－１表のとおりである。また、普通建設事業費のうち単年度の予算額が５０，

０００千円を超える主な事業の内訳については、第１０－２表のとおりである。 

 

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
市債発行額 4,3815,8353,0523,4523,4883,5832,6203,2002,1441,848

公債費 2,5833,0153,1343,3723,7363,9293,7844,7233,6383,695

第６図   市債発行額と公債費の推移
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普通建設事業費の決算額は、３，４７４，５０９千円で、前年度（３，４６０，４４９千円）に比べ

１４，０６０千円、０．４％の増となった。うち補助事業では、卸市場衛生管理対策事業費で２４３，

６７５千円増、園市営住宅建替事業費で２１６，８６６千円増、市道環状北線道路改良事業費で１９１，

５９３千円減、田園空間整備事業費で１８２，８６７千円増、市民会館整備事業費の補助分で１４６，

１９３千円減などにより、３５３，８７７千円、２５．５％の増となった。 
一方、単独事業等では、西部清掃センター整備事業費で１０５，３９３千円増となったが、移動通信

用鉄塔施設整備事業費の単独分で１４５，４７１千円減、統合校整備推進事業費の工事費等で９６，５

８６千円減、小規模企業団地整備事業費で８５，７５０千円減、柳田布尾山古墳保存調査整備事業費で

７９，６７８千円減などにより、３３９，８１７千円、１６．４％の減となった。 
目的別では、農林水産業費１，６１９，０９６千円（構成比４６．６％）、土木費１，２２０，４４

２千円（構成比３５．１％）となり、この２つで全体の８割以上を占める。その次に衛生費２０２，９

５１千円（構成比５．９％）、民生費１６４，４１０千円（構成比４．７％）、教育費１２３，９２８千

円（構成比３．６％）、総務費８４，４５３千円（構成比２．４％）、消防費５９，２２９千円（構成比

１．７％）となった。 
対前年度で決算額が増加したのは民生費、衛生費、農林水産業費及び土木費である。民生費は、布勢

仏生寺統合保育園建設補助などにより１４，０３６千円、９．３％増となり、構成比は０．４ポイント

増となった。衛生費は、西部清掃センターの改修箇所の増加や不燃物処理センターの改修事業などによ

り、１１１，７１５千円、１２２．４%増、構成比は３．３ポイント増となった。農林水産業費は、卸
市場衛生管理対策施設整備補助などにより２９４，８５２千円、２２．３％増となり、構成比は８．３

ポイント増となった。土木費は、園市営住宅建替事業費の第２期工事の着工などにより、２７５，５４

２千円、２９．２％増、構成比は７．８ポイント増となった。 
一方、対前年比の決算額が減少したのは総務費、商工費、消防費及び教育費である。総務費は、移動

通信用鉄塔施設整備事業の終了などにより２０６，１４３千円、７０．９％減となり、構成比は６．０

ポイント減となった。商工費は、小規模企業団地整備の完了などにより１１５，６６５千円、皆減とな

った。消防費は、１，２５８千円、２．１%の減、構成比は０．１ポイント減となっている。教育費は、
市民会館や比美乃江小学校の整備事業の完了により３５９，０１９千円、７４．３％減となり、構成比

は１０．４ポイント減となった。 
災害復旧事業費の決算額は、３０８，８４３千円で、前年度（３３０，７０５千円）に比べ２１，８

６２千円、０．２％の減となった。補助事業は、平成１８年度は７月及び８月の豪雨で農地施設を中心

に災害が発生しているが、平成１６年台風２３号被害の繰越事業分を執行した平成１７年度決算に比較

すると水産施設などを中心に事業費は減少しており、２１，３７２千円、６．５％減となった。単独事

業も、１８年度は１７年度発生の豪雨による市道の災害復旧事業を繰越して行ったが、１７年度に一部

繰越して行った台風２３号被害による庁舎や海浜植物園などの災害復旧費より若干少なく、４９０千円、

１１．４％の減となった。災害復旧事業費については、災害の発生は年度途中でかつ突発的であるため、

その年度内に復旧事業が完了できずに翌年度に繰り越す場合が多く、災害発生の翌年度に決算額が増加

する傾向にある。また、中山間地域に居住区域を多く抱える氷見市は、例年県内の各市町村と比較して

高い水準で推移しているのが特徴である。 
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第１０－１表   平成１８年度投資的経費決算額調 

分・負担金 （参考）
寄付金 前年度決算額

3,474,509360,243796,3268,4511,224,228202,460882,8013,460,449

1,743,614360,243714,9323,051411,93267,018186,4381,389,737

議会費

総務費 39,703

民生費 27,67725,000 1,338 1,339

衛生費 23,71011,855 9,259 2,596 40,536

農林水産業費 953,613 686,2903,051152,46221,33090,480663,733

商工費

土木費 708,313308,23810,470 259,47045,68884,447408,043

消防費 24,262

教育費 30,30115,150 7,575 7,576213,460

1,730,895 81,394 5,400812,296135,442696,3632,070,712

議会費

総務費 84,453 20,00064,453250,893

民生費 136,733 282 27,683108,768150,374

衛生費 179,241 150,800 28,44150,700

農林水産業費 665,483 49,857 5,294181,32531,416397,591660,511

商工費 115,665

土木費 512,129 21,163 106 408,57141,59640,693536,857

消防費 59,229 4,986 36,200 18,04336,225

教育費 93,627 5,106 35,40014,74738,374269,487

諸支出金

308,84369,871160,6203,543 55,39713,344 6,068330,705

305,04369,871160,6203,543 51,59713,344 6,068326,415

農林水産施設 200,289 160,6203,543 17,60013,310 5,216218,049

土木施設 104,75469,871 33,997 34 852 99,915

その他施設 8,451

3,800 3,800 4,290

農林水産施設

土木施設 3,800 3,800

その他施設 4,290

3,783,352430,114956,94611,9941,279,625215,804888,8693,791,154

（単位：千円）

区    分

１   普通建設事業費

(１)補助事業費

県支出金 市債 その他 一般財源

３   失業対策事業費

投資的経費合計

決算額 国庫支出金

(２)単独事業費等

２   災害復旧費

（１）補助事業費

（２）単独事業費
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第１０－２表 普通建設事業一覧表（単年度予算額が50,000千円を超えるもの）

事業名 予算額　A 決算額　B
対予算額
比率
B/A

翌年度
繰越額

前年度
決算額　C

対前年度
比率
B/C

田園空間整備事業費 272,030 206,021 75.7% 66,000 118,154 174.4%

森林居住環境整備事業費 103,060 48,250 46.8% 54,810 31,100 155.1%

氷見卸市場衛生管理対策施設
整備事業費

243,675 243,675 100.0% - 皆増

薮田地域
水産物供給基盤整備事業費

55,010 42,310 76.9% 12,692 50,140 84.4%

大境漁業集落環境整備事業費 90,010 40,878 45.4% 49,124 59,221 69.0%

まちづくり交付金事業費 130,010 95,337 73.3% 34,664 43,803 217.6%

氷見伏木線整備事業費 140,010 123,132 87.9% 16,870 83,472 147.5%

氷見運動公園整備事業費 62,610 27,764 44.3% 34,843 20,010 138.8%

園市営住宅建替事業費 248,275 241,400 97.2% 6,875 24,534 983.9%

特別養護老人ホーム建設資金
借入金元金償還補助事業費

50,380 47,049 93.4% 54,460 86.4%

保育所民営化推進事業費 71,138 27,499 38.7% 43,000 - 皆増

西部清掃センター整備事業費 150,895 150,893 100.0% 45,500 331.6%

辺地債道路整備事業費 186,650 147,302 78.9% 39,344 66,089 222.9%

市道稲積一刎線道路改良事業費 52,400 11,150 21.3% 41,250 - 皆増

統合校跡地整備事業費 62,166 62,025 99.8% - 皆増

国営総合かんがい排水
事業費負担金

368,262 368,262 100.0% 400,553 91.9%

※表中の決算額は繰越事業に係る額を除いたものである。

（単位：千円）
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③ その他の経費 
その他の経費の決算額は、７，４４１，５２９千円で、前年度（７，４５１，１３３千円）に比べ９，

６０４千円、０．１％の減となった。 
物件費の決算額は、２，０７３，７８７千円で、前年度（２，１３２，２４６千円）に比べ５８，４

５９千円、２．７％の減となった。主な要因としては、指定管理制度に移行した施設において、指定管

理者の使用料収入分が委託料から差し引かれたことなどが挙げられる。 
維持補修費の決算額は、１９６，９９１千円で、前年度（２５７，５２１千円）に比べ６０，５３０

千円、２３．５％の減となった。主な要因は、暖冬による除雪経費の減などである。 
補助費等の決算額は、１，３７０，６１４千円で、前年度（１，３００，７９３千円）に比べ６９，

８２１千円、５．４％の増となった。主な要因としては、病院事業会計への不良債務解消繰出金、水道

事業会計への高料金対策繰出金の増などが挙げられる。 
積立金の決算額は、３７７，６３０千円で、前年度（３４０，５３７千円）に比べ３７，０９３千円、

１０．９％の増となった。主な要因としては、１７年度決算実質収支額の増加による財政調整基金積立

金法定積立分の増、満期一括償還であるひみ市民債の年度平準化を図るための減債基金積立金の増など

が挙げられる。 
投資及び出資金、貸付金の決算額は、８７４，４９５円で、前年度（９１４，０５８千円）に比べ３

９，５６３千円、４．３％の減となった。内訳として、投資及び出資金が１６９，２９５千円で、前年

度（１８５，２５８千円）に比べ１５，９６３千円、８．６％減、貸付金が７０５，２００千円で、前

年度（７２８，８００千円）に比べ２３，６００千円、３．２％減となった。前年度と比べて増減の大

きなものをみると、投資及び出資金では、病院事業会計出資金で２０，９３３千円減、ＰＥＴセンター

整備出資金で８，０００千円増、貸付金では、緊急経営改善資金融資預託金で７７，０００千円減、小

口事業資金あっ旋預託金で４２，０００千円増などが挙げられる。 
繰出金の決算額は２，５４８，０１２千円で、前年度（２，５０５，９７８千円）に比べ４２，０３

４千円、１．７％の増となった。内訳は、老人保健医療事業特別会計繰出金２６，３２６千円増、国民

健康保険特別会計繰出金１１，４７２千円増、下水道特別会計繰出金７，２９５千円増、介護保険特別

会計繰出金２，０１０千円減、高齢者・障害者住宅整備資金特別会計繰出金は会計の廃止により１，６

２２千円の皆減、土地開発基金積立金５７３千円増などとなっている。 
 
④ 性質別歳出決算額の構成比の推移 
性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。義務的経費の比率は、平成６年度以降

上昇傾向にあり、１７年度は公債費が償還の谷間に入ったためいったん下がったが、２０年度の償還の

ピークに向かって再び増加することが予想される。なお、人件費は職員の削減等で職員給は減少してい

るが、退職手当負担金の増加などの影響で構成比は横ばい状態である。 
一方、投資的経費の比率は、国の経済対策の影響を受け、平成１０年度までほぼ３０％台前半を推移

してきたが、平成１１年度以降は普通建設事業費を抑制してきたため徐々に減少し、行財政健全化緊急

プログラムが策定された平成１５年度以降は２０％台を下回って推移している。 
その他の経費は、物件費などを中心に予算を削減しており、決算額も減少傾向にあるが、病院をはじ

めとする各事業・特別会計への補助・繰出金が決算額・構成比ともに増加傾向にあり、事業・特別会計

の経営健全化に努めていく必要がある。 
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区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

義務的経費 42.541.845.243.044.945.448.450.648.047.9
 うち人件費 23.221.522.722.422.221.522.120.421.321.2
 うち公債費 10.611.512.714.015.516.117.320.816.817.1
投資的経費 31.634.225.424.826.125.819.616.717.517.5
その他の経費 25.924.029.432.229.028.832.032.734.534.6

第７図   性質別歳出決算額の構成比の推移
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普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合してひとつにまとめたものをいい、地方財政統計上統

一的に用いられている。本市の場合は、一般会計及び育英資金特別会計の全部並びに老人保健医療事業

特別会計の事務費の一部をまとめたものである。その普通会計の財政指標などを県内他市や全国類似団

体(人口と産業構造による分類別。平成１６年度まではⅡ－２、平成１７年度以降はⅡ－０)と比較して、
現在の本市の財政状況を明らかにする。 
 
１ 財政指標による分析 
 
（１）経常収支比率 
 
地方公共団体は、変化する社会経済や新たな行政需要に対応するため財政構造の弾力性を確保しなけ

ればならない。この財政構造の弾力性を判断する指標のひとつとして、一般的に経常収支比率が用いら

れる。経常収支比率とは、経常的経費に充当された一般財源の経常一般財源総額に占める割合である。 
これは、地方税、普通

交付税を中心とする経常

的な収入である一般財源

が、人件費、扶助費、公

債費といった容易に縮減

することのできない経常

的経費にどの程度充当さ

れているかによって財政

構造の弾力性を判断しよ

うとするものであり、一

般的には、都市では７

５％が妥当で、８０％を

上回ると財政構造の弾力

性が失いつつあるとされ

ている。 
本市の経常収支比率の

推移は、第８図にみられ

るように、ここ数年は８

３％から８５％台を推移

してきた。 
そして、平成１５年度

は、市独自の給与カット

によって人件費を削減す

るなどし、８２．０％と

ここ数年間で最も低い数値となったが、三位一体改革による影響で交付税等の経常一般財源総額が減額

となり、平成１６年度からは再び悪化に転じている。 
充当経費別では、人件費が平成６年度の３９．２％をピークに徐々に減少しつづけ、平成１５年度に

区分 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18
経常収支比率 85.285.483.182.885.785.882.085.686.487.3
うち人件費 38.036.834.933.832.933.029.630.330.329.6
うち公債費 19.220.721.321.824.924.623.924.925.125.9
うち物件費 9.89.99.89.810.19.89.89.89.810.5
うち扶助費 6.06.66.44.54.74.94.95.85.95.8

第８図   経常収支比率の推移
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は職員給与費などの大幅な削減を行った結果、過去１０年間で最も低い比率となった。１６年度に保育

所運営費負担金の一般財源化により増加に転じたが、人員の削減等による人件費抑制の取り組みの結果、

今年度は再び減少に転じた。公債費は、後述する２０年度の償還のピークに向けて事業費ベースで約９

千８百万円増加しているうえ、公営住宅補助金の一般財源化の影響により公営住宅建設事業債の元利償

還金に充当できる財源が減少したため、経常一般財源ベースではさらに約３千２百万円の増となってい

る。 
第１１表は、本市の経常収支比率を県内各市及び全国類似団体と比較したものである。本市の経常収

支比率は単独給与カットを行った平成１５年度から１７年度にかけては県内でも上位のほうであった

が、１８年度は公債費の増加などによって再び下位に転じている。特に他市に比較して上がり幅が大き

いため、義務的経費の抑制に向けてより一層の努力が必要である。 
 

第１１表   経常収支比率の状況

年度

区分

81.279.979.979.879.682.781.480.886.585.4

84.985.079.979.980.483.781.587.086.686.9

84.786.483.784.982.983.383.988.388.987.6

74.376.877.780.082.684.382.986.888.487.8

73.982.575.278.277.679.378.481.880.084.8

76.781.983.081.685.286.785.588.989.289.3

77.478.972.876.079.083.187.791.191.491.4

- - - - - - - 89.991.992.0

83.482.980.982.181.383.781.984.886.486.4

85.285.483.182.885.785.882.085.686.487.3

80.282.279.680.681.683.682.886.587.687.9

81.181.978.979.079.583.582.986.388.6未定

※平成１３年度以降は、経常一般財源に臨時財政対策債、減税補てん債を含む数値である。

※表中「射水市」は、平成１６年度以前は「新湊市」と読み替える。以下、第１４表まで同じ。

H17

全国類似団体

南砺市

砺波市

小矢部市

氷見市

県内各市単純平均

射水市

富山市

高岡市

※平成１６年度は砺波市及び南砺市、１７年度は富山市、高岡市、射水市及び黒部市が合併により
新市として誕生しているが、富山市を除き、合併の年度における決算は合併前の団体における当該
年度決算を合算したものであり、富山市の１７年度における決算は合併前の団体における１６年度
出納整理期間中の決算を合算したものである。以下、第１４－２表まで同じ。

魚津市

滑川市

黒部市

（単位：％）

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H18
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（２）公債費負担比率 
 

公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を公債費負担比率といい、その率が高いほ

ど、財政運営の硬直性の高まりを示すものである。一般的には財政運営上１５％が警戒ライン、２０％

が危険ラインとされている。本市の推移及び県内各市の状況は第１２表に示すとおりである。 

景気対策を目的とする公共事業の増発に伴う市債発行額の急増によって、これらの市債の償還に要す

る経費も増加したことから、平成１４年度までは本市の公債費負担比率は上昇し続けていた。ここ数年

は償還の谷間であったため減少に転じていたが、ふれあいスポーツセンターやいきいき元気など過去の

大型施設建設時に借り入れた市債の元金償還などが出揃い公債費が増加したことから、公債費負担比率

も再び増加に転じている。 
ここ数年来、県内各市の中で最も高い率であり、全国類似団体と比較してもその差は依然、大きなま

まである。そのため、平成１５年から行財政健全化緊急プログラムの実施によって、市債の新規発行の

抑制に努めているところである。ただ、新規借入の抑制による公債費削減の効果が現われるには時間を

要するため、早急な対策としては、歳出の削減に努めて財源を捻出し繰上償還を行うことがでるように

努めて行きたい。 
 

第１２表   公債費負担比率の状況

年度

区分

12.913.513.917.216.814.915.215.716.218.4

18.718.018.319.218.117.216.918.017.918.4

15.116.216.521.120.118.918.819.217.816.9

12.212.613.915.817.021.517.216.917.117.6

14.616.820.216.720.317.517.417.415.816.0

13.615.818.217.117.416.515.917.218.017.9

16.718.417.917.715.215.616.215.916.416.1

- - - - - - - 19.220.420.0

13.814.914.915.515.716.917.315.915.617.6

15.518.018.218.721.722.822.622.021.822.0

14.916.217.117.918.318.117.517.717.718.1

14.515.415.115.014.515.415.315.015.4未定

氷見市

県内各市単純平均

全国類似団体

南砺市

H18

富山市

高岡市

射水市

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

（単位：％）

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17



25 

（３）公債費比率 
 
公債費比率は、公債費による財政負担の度合いを判断する指標のひとつで、市債の元利償還金に充当

された一般財源のうち、普通交付税の基準財政需要額で公債費として措置された部分を除いたものの標

準財政規模に対する割合である。本市の推移及び県内各市の状況は、第１３表に示すとおりである。 
他の公債費関連の指数と同様に、例年、県内各市の中でも、また、全国類似団体との比較においても

高い水準にある。今後も上昇傾向で推移することが見込まれることから、引き続き財政の健全化に努め

ていかなければならない。 
 

第１３表   公債費比率の状況

年度

区分

13.212.914.114.314.114.014.614.616.016.4

19.018.117.717.517.616.616.617.317.417.8

17.017.918.821.221.519.719.619.718.117.1

13.714.016.118.619.518.118.819.519.119.3

17.818.920.618.117.517.918.318.516.416.6

15.617.719.018.118.617.917.318.418.618.3

18.017.716.416.615.415.916.716.716.616.2

- - - - - - - 18.417.818.3

15.916.616.917.117.518.118.016.717.017.0

15.216.317.317.120.219.518.819.319.920.6

16.216.717.517.718.117.517.617.917.717.8

14.214.814.814.614.215.214.414.114.9未定全国類似団体

小矢部市

氷見市

県内各市単純平均

南砺市

H18

富山市

高岡市

射水市

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

（単位：％）

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
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（４）起債制限比率 
 
起債制限比率は、市債の元利償還金に充当された一般財源のうち、普通交付税の基準財政需要額で措

置されたものすべてを除いたものの標準財政規模に対する割合である。本市の推移及び県内各市の状況

は、第１４表に示すとおりである。 
起債制限比率は、公債費比率に比べ、より公債費負担の実質的な割合を表しており、平成１７年度ま

では過去３ヵ年平均数値が１４％を超えると国から公債費負担適正化計画の作成を求められるほか、２

０％を超えると段階に応じて一定の市債発行の制限を受けるなどしたが、１８年度からは新たに導入さ

れた実質公債費比率がこの指数にとってかわることになった。ただし、当分の間、実質公債費比率にお

いて起債の許可制限数値以上であっても、起債制限比率が２０％未満である団体は、起債の許可を受け

られる措置が設けられている。 
 

第１４表   起債制限比率（３ヵ年平均）の状況

年度

区分

10.310.09.9 9.7 9.4 8.7 8.2 8.2 9.1 9.8

14.313.712.912.011.411.010.811.111.612.7

11.311.111.612.613.112.811.811.511.511.3

10.910.711.312.714.013.913.112.512.813.2

13.714.113.713.112.311.511.612.112.212.6

10.611.011.712.112.011.411.011.111.912.3

9.2 8.5 7.5 6.7 5.9 6.1 6.6 8.1 9.911.2

- - - - - - - 10.711.011.3

11.612.512.612.612.412.312.011.511.512.0

11.611.611.611.712.512.412.010.910.911.8

11.511.311.311.311.311.010.610.811.211.8

10.910.810.610.49.5 9.7 9.8 9.410.6未定

（単位：％）

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

富山市

高岡市

射水市

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

全国類似団体

小矢部市

氷見市

県内各市単純平均

南砺市
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（５）実質公債費比率 
 
実質公債費比率は、公債費等による財政負担の程度を

客観的に示す指標として、実質的な公債費に費やした一

般財源の額が標準財政規模に占める割合を表すものであ

る。従来は国や都道府県の許可制だった地方自治体の地

方債発行が、平成１８年度から原則協議制となり、国等

の同意が得られない場合でも各自治体の判断で議会に報

告した上で発行することも可能となった。そこで、地方

債の信用を維持するため、市場の信頼や公平性の確保、

透明化、明確化等を目的として見直しを行い、新たな財

政指数として導入された。 
具体的には、従来の起債制限比率では考慮されていな

かった、水道・病院・下水道などの公営企業の企業債償

還に充てる普通会計からの繰入金や加入する一部事務組

合の地方債償還に充てる負担金、満期一括償還地方債の

年度割償還相当額、債務負担行為のうちの元利補給など、

実質的に公債費に準じるものも算定に加え、より的確に財政の実態が反映されるようにしたものである。 
過去３ヵ年平均の実質公債費比率が１８％以上の場合は、地方債の発行には従来通り国等の許可が必

要となり、さらに公債費負担適正化計画の策定が求められる。２５％以上では一部単独事業の起債が制

限される。さらに３５％以上になると、災害復旧関連や義務教育施設整備等を除くほとんどの起債が制

限されることになる。 
本市及び県内各市の状況は、第１４－２表に示すとおりである。本市の実質公債費比率は３ヵ年平均

で昨年度の１６．９％から２．７ポイント悪化して１９．６％となり、１８％を超える結果となった。 
実質公債費比率が急激に悪化した要因としては、市の財政状況の悪化と算定方法の変更の両方が挙げ

られる。市の財政状況面では、まず普通会計の元利償還金が一般財源ベースで約１億３千万円増加して

いる。さらに、下水道事業会計においても借換債等を除く元利償還金が約２千８百万円増加しているこ

とから、準公債費算入繰出金が増加したことなどが悪化の要因である。算定方法の変更については、今

年度より元金補給に係る債務負担行為や一時借入金の利子が算入されることとなった。氷見市の普通会

計では金融機関からの一時借入を行っていないため、一時借入金利子については影響ないが、元金補給

については社会福祉施設の建設費や土地改良事業への補給を行っており、その影響が約１％となってい

る。 
普通会計と同様に下水道事業会計も平成２０年度に償還のピークを迎える予定であり、公債費だけで

なく準公債費算入繰出金も増加することが予想される。また、２０・２１年度には市民病院で市民債が

満期を迎え、その償還財源として一時的に繰出金が急増する。そのため、公営企業を含めて市全体の市

債の発行をよりいっそう引き締めるとともに、公営企業においては独立採算の原則のもと、繰出金に頼

らない経営体質に改めていく必要がある。 

第１４－２表

年度

区分

11.3 12.4

12.9 13.7

16.8 17.7

18.8 22.1

19.3 22.2

17.7 21.3

15.5 21.4

17.2 20.5

14.8 16.1

16.9 19.6

16.1 18.7

15.6 未定全国類似団体（Ⅱ－２）

小矢部市

射水市

氷見市

県内各市単純平均

南砺市

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

実質公債費比率（３ヵ年平均）の状況

H18

富山市

高岡市

H17
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２ その他決算数値による分析 
 
財政状況をみるには、単年度の歳入歳出ばかりでなく、地方債、債務負担行為等のように将来にわた

って財政負担となるものや、積立金のように年度間の財源調整を図り、将来における弾力的な財政運営

に資するための財源を留保するものなども含めて総合的に把握する必要がある。 
 
（１）市債現在高 
 
市債現在高の推移は、３２ページの付表２のとおりである。平成１８年度末の普通会計市債現在高は

３２，４５５，６４１千円で、前年度末（３３，６３４，４５８千円）に比べ１，１７８，８１７千円、

３．５％の減、過去１０年間で最高の平成１４年度末との対比で０．９２倍まで減少した。なお、公営

企業（下水道含む）において償還する企業債も含めると平成１８年度末では５６，０４５，６７９千円

（対前年度末比３．２％減）となり、平成１４年度末との対比では０．９１倍となっている。 
普通会計市債現在高と標準財政規模を比較し、その推移を示したものが第９図である。大型事業の実

施による市債残高の増加により、以前は市債現在高の標準財政規模に対する割合が年々増加し、１４年

度にはピークの２．５７倍に達した。１５年度からは行財政健全化緊急プログラムに基づいて市債の発

行額を抑えているため割合は減少してきており、１８年度末では２．４１倍となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
※標準財政規模 1,305 1,340 1,371 1,372 1,381 1,378 1,382 1,370 1,353 1,349
市債残高 2,801 3,191 3,294 3,408 3,485 3,545 3,515 3,442 3,363 3,246
※Ｈ１３以降は標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

第９図   市債現在高（普通会計）と標準財政規模の推移

800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000
2,200
2,400
2,600
2,800
3,000
3,200
3,400
3,600

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

単位：千万円

※標
準財
政規
模

市債
残高
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（２）債務負担行為額 
 
地方公共団体は、将来の支出を約束するものとして債務負担行為を行うことができるが、この債務負

担行為には、複数年度にわたる建設工事や土地購入等のように翌年度以降の経費支出が予定されている

ものと、債務保証や損失補償のように債務不履行等一定の事実が発生したときに支出されるものとがあ

る。 
これら債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、付表３のとおりである。農林水産関係や社

会福祉関係では、過年度の土地改良事業の償還補助や特別養護老人ホームへの元利補給の完了などに伴

い減少している。なお、平成１８年度末では４，７９１，１５７千円で前年度末（４，１７１，６４３

千円）に比べ６１９，５１４千円、１４．９％の増となっているが、これは主に廃棄物処理施設の運転

管理業務を複数年度の包括委託契約とするために債務負担行為を設定した結果によるものであり、複数

年度の契約としたことにより、かえって年度毎の委託料を削減しているものである。 
 
（３）積立金現在高 
 
地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積み立てを行っている。本

市の積立金現在高（定額運用基金を除く。）は付表４のとおりである。平成１８年度末では３，９１６，

４７０千円で、前年度末（４，２４６，６７０千円）に比べ３３０，２００千円、７．８％の減となっ

た。内訳は、財政調整基金が積立額３０４，２９４千円に対し、取崩し額が５００，０００千円だった

ことから残高１，１７６，６２０千円で前年度末に比べ１９５，７０６千円の減、減債基金が１，１２

６，５９９千円で、前年度末に比べ１２５，９６８千円の減、その他特定目的基金は１，６１３，２５

１千円で、前年度末（１，６２１，７７７千円）に比べ８，５２６千円の減となった。その他特定目的

基金の減となった主な要因としては、保育所及び昨年度に引き続き小学校のエアコン設置のために社会

福祉事業振興金や教育文化振興基金を取り崩したことが挙げられる。 
 

（４）将来にわたる財政負担 
 
普通会計市債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引い

たもの、すなわち将来にわたる財政負担額は、平成１８年度末では３３，３３０，３２８千円となり、

前年度末（３３，５５９，４３１千円）に比べ、２２９，１０３千円、０．７％の減となった。 
第１５表は、これを平成１７年度末で全国類似団体と比較したものである。本市は、地方債現在高及

び債務負担行為額において、全国類似団体をかなり上回っているため、将来にわたる財政負担額は、１

団体当たりでは全国類似団体を７，０４３，７８６千円上回り約１．３倍、人口１人当たりでは、２０

９，０３６円上回り約１．５倍となっている。また、標準財政規模との１団体当たり比較では、全国類

似団体が１．７６倍であるのに対し、本市は２．５９倍となっている。 
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第１５表   将来にわたる財政負担額の状況 

普通会計 翌年度以降 積立金現在高 将来にわたる ＊参考

地方債現在高 支出予定の （年度末） 財政負担額 標準財政規模

（年度末）Ａ 債務負担行為額Ｂ Ｃ A＋Ｂ－Ｃ

１団体
当たり 32,455,641 4,791,157 3,916,470 33,330,328 12,980,867
（千円）
人口１人
当たり 586,170 86,531 70,734 601,967 234,443
（円）
１団体
当たり 33,634,458 4,171,643 4,246,670 33,559,431 12,936,399
（千円）
人口１人
当たり 601,324 74,582 75,923 599,983 231,280
（円）
１団体

全国 当たり 28,177,706 2,983,996 4,646,057 26,515,645 15,071,152
類似 （千円）
団体 人口１人

当たり 415,453 43,996 68,502 390,947 222,210
（円）

＊この指数表中、人口１人当たり額において基礎とした人口は、各年度末現在の住民基本台帳登載人口である
（H18：氷見市55,369人　H17：氷見市55,934人　全国類似団体67,824人）

平
成
17
年
度

氷見市

区    分

平
成
１8
年
度

氷見市
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付表１   平成１８年度氷見市会計別歳入歳出決算額調 

（単位：千円）

収入済額 支出済額 差引

各会計へ 3,462,246 繰出

各会計より 11,898 繰入
一般会計より 337,337 繰入
病院事業へ 2,625 繰出

11,370 11,369 1 一般会計へ 546 繰出

2,716,973 2,710,803 6,170 一般会計より 1,118,470 繰入

6,245,067 6,290,877 △ 45,810 一般会計より 492,517 繰入

保険事業 4,112,172 4,071,774 40,398 一般会計より 598,979 繰入

介護サー
ビス事業 8,150 8,057 93

一般会計より 2,547,303 繰入
各会計へ 3,171 繰出

48,571,442 48,065,772 505,670

45,094,673 44,589,003 505,670

201,797 繰入

11,352 繰出

一般会計より

一般会計へ

1,903,4 46
支出
2,236,0 54

収入
6,396,5 16

支出

8,796,5 70

6,560,5 16

収入
8,299,9 62

支出

収入
364,9 69

支出

446,2 53

収入
6,031,5 47

支出
6,114,2 63

収入

収入

支出
1,672,1 12

収入
206,8 38

1,696,6 08

支出
563,9 42

企
業
会
計

水道事業

計

病院事業

収益的
収支

資本的
収支

小計

収益的
収支

資本的
収支

小計

50,127,0 67

46,582,1 17

会計別

特
別
会
計

国民健康保険 5,103,2 15

計

合     計

純     計

育英資金

2,846,7 22

6,406,2 17

20,0 22

一般会計 22,821,5 96

下水道

老人保健医療事業

12,1 79

4,120,5 46
介護保険

備考

704,130

予算現額

22,266,899 21,562,769

18,508,9 01 18,275,949 18,082,473 193,476

1,630,505 1,591,186 39,319

5,182,217 4,989,593 192,624

161,241 503,036 △ 341,795

△ 302,4762,094,2221,791,746

5,871,730 5,880,150 △ 8,420

365,118 446,158 △ 81,040

6,236,848 6,326,308 △ 89,460

8,028,594 8,420,530 △ 391,936

繰入

一般会計より 147,943 繰入

繰入

繰入

国保会計より 2,625 繰入

一般会計より 713,146

2,625

一般会計より 565,203

繰入

繰出

一般会計より 13,650 繰入

各会計より

一般会計へ

917,568

11,352

国保会計より

繰入

繰出

一般会計より

一般会計へ

188,147

11,352
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付表２ 市債残高調 

（単位：千円、％）

区分 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度 平成１３年度 平成１4年度 平成１5年度 平成１6年度 平成１７年度 平成１8年度

21,727,485 25,315,163 26,610,310 27,492,063 27,866,875 27,857,674 26,754,806 25,541,030 24,162,118 22,790,982

（１）
土木 8,200,165 9,099,592 9,629,337 9,983,227 10,275,195 10,064,792 9,876,554 9,502,889 8,896,707 8,299,054

（２）
農林水
産

3,880,634 4,329,996 4,802,528 5,077,885 5,182,512 5,093,952 4,833,682 4,537,984 4,360,965 4,176,145

（３）
教育 6,584,221 8,598,239 8,226,626 7,890,122 7,148,944 6,858,439 6,241,866 5,823,688 5,527,324 5,143,768

（４）
衛生 1,182,454 1,534,780 2,184,916 2,513,821 2,586,910 2,469,602 2,313,629 2,288,150 2,148,494 2,081,162

（５）
その他 1,880,011 1,752,556 1,766,903 2,027,008 2,673,314 3,370,889 3,489,075 3,388,319 3,228,628 3,090,853

483,142 530,071 532,829 513,326 498,399 534,267 596,781 581,111 577,696 535,433

5,795,074 6,065,278 5,795,198 6,072,442 6,482,899 7,060,975 7,794,224 8,294,151 8,894,644 9,129,226

（１）
辺地債 2,836,307 2,843,044 2,768,494 2,973,772 3,172,614 3,197,149 2,968,109 2,903,560 2,916,121 2,816,853

（２）
県貸付金 403,661 302,594 178,475 62,685 40,043 25,106 15,816 10,597 5,233 483

（３）
減税補て
ん債等

1,376,381 1,672,917 2,039,391 2,050,870 2,298,584 2,818,269 3,858,636 4,577,356 5,081,742 5,447,114

（４）
その他 1,178,725 1,246,723 808,838 985,115 971,658 1,020,451 951,663 802,638 891,548 864,776

小計 28,005,701 31,910,512 32,938,337 34,077,831 34,848,173 35,452,916 35,145,811 34,416,292 33,634,458 32,455,641

対前年度比 111.5 113.9 103.2 103.5 102.3 101.7 99.1 97.9 97.7 96.5

6,074,277 6,238,479 6,521,740 6,613,553 6,599,416 6,448,533 6,240,086 6,018,734 5,740,466 5,499,143

2,337,704 2,215,312 2,147,233 2,126,882 2,206,554 2,166,841 2,079,787 1,964,330 1,798,115 1,733,138

13,432,705 14,705,732 16,297,746 17,299,932 17,557,862 17,537,302 17,348,614 17,099,012 16,748,043 16,357,757

49,850,387 55,070,035 57,905,056 60,118,198 61,212,005 61,605,592 60,814,298 59,498,368 57,921,082 56,045,679

108.9 110.5 105.1 103.8 101.8 100.6 98.7 97.8 97.3 96.8

合計

対前年度比

普

通

会

計

水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計

１
普通債

２
災害復旧債

３
その他
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付表３   債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の状況調

（単位：千円）

区  分 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

土木 6,259 4,567 2,961 1,855 994 76,362 321

学校 7,035 24,000 47,606 32,626 44,535 30,648 24,742 14,017 23,102

農林
水産

6,174,276 5,770,452 5,338,971 4,914,181 4,480,041 4,108,934 3,668,787 3,271,526 2,852,949 2,440,657

社会
福祉

948,582 1,045,094 1,037,120 1,025,963 1,093,283 1,352,949 1,249,124 1,149,110 1,055,420 812,912

その他 465,356 523,690 393,995 406,625 232,204 381,125 649,654 652,463 249,257 1,514,486

合    計 7,774,718 7,601,508 7,343,803 6,797,047 6,396,230 5,839,148 5,963,905 5,598,534 4,171,643 4,791,157
 

 

付表４   基金残高調（各予算年度末現在）

区    分 平成９年度 平成 １０年度 平成 １１年度 平成 １２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成 １７年度 平成１8年度

財政
調整
基金

1,689,973 1,560,592 1,553,822 1,546 ,536 1,430,773 1,231,484 1,498,250 1 ,492,956 1,372,326 1,176,620

減債
基金

1,230,542 1,029,012 1,406,197 1,907 ,468 1,709,690 1,503,343 1,445,728 1 ,399,767 1,252,567 1,126,599

ふるさと
づくり
基金

224,442 215,303 203,186 291,275 281,304 226,572 233,014 229,064 208,983 214,532

社会福祉
事業振興
基金

472,265 477,735 482,685 588,299 591,457 508,190 498,014 503,725 504,937 498,797

地域農
業振興
基金

51,315 51,713 51,847 55 ,896 54,924 54,036 53,934 65,999 80,488 93,047

水産業
振興
基金

2,865 2,875 2,882 2 ,891 2,894 2,895 2,896 2,897 2,897 3,398

教育文
化振興
基金

703,245 712,356 716,282 719,204 723,580 722,844 723,300 723,800 650,650 637,712

｢安部｣
人づくり
基金

108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 107,612 106,484 105,394

スポー
ツ振興
基金

6,394 8,915 6,139 16 ,347 17,366 16,375 17,502 17,507 38,112 33,434

育英
基金

24,879 29,687 33,997 35 ,592 34,951 34,244 32,722 29,226 29,226 26,937

積立金
合   計

4,514,365 4,196,633 4,565,482 5,271 ,953 4,955,384 4,408,428 4,613,805 4 ,572,553 4,246,670 3,916,470

土地
開発
基金

763,273 767,052 782,202 793,853 795,703 796,873 797,313 797,445 797,581 798,290

（単位 ：千円）
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付表５ 財政力指数(３ヵ年平均)の状況調 

区    分 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１8年度

富山市 0.91 0.89 0.86 0.82 0.80 0.80 0.80 0.81 0.73 0.75

高岡市 0.87 0.85 0.81 0.76 0.73 0.73 0.75 0.76 0.75 0.77

魚津市 0.69 0.66 0.64 0.63 0.62 0.62 0.61 0.61 0.63 0.67

滑川市 0.62 0.63 0.61 0.58 0.57 0.58 0.58 0.60 0.61 0.65

黒部市 0.74 0.74 0.71 0.70 0.69 0.70 0.69 0.67 0.70 0.73

砺波市 0.58 0.58 0.57 0.56 0.56 0.58 0.59 0.57 0.58 0.59

小矢部市 0.59 0.57 0.54 0.52 0.51 0.52 0.53 0.55 0.56 0.59

南砺市 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 0.37 0.38 0.40

射水市 0.81 0.79 0.74 0.70 0.67 0.67 0.67 0.68 0.65 0.69

氷見市 0.45 0.44 0.43 0.41 0.41 0.40 0.40 0.40 0.39 0.40

県内各市
単純平均

0.70 0.68 0.66 0.63 0.62 0.62 0.62 0.60 0.60 0.62

全国類団 0.69 0.68 0.67 0.67 0.66 0.66 0.68 0.65 0.64 未定

※表中「射水市」は、平成１６年度以前は「新湊市」と読み替える。
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参 考 資 料 

１ 財政用語の解説 

財政用語について氷見市に当てはめて簡単に説明します。（あいうえお順に並べてあります。） 

依存財源（いぞんざいげん） 

 国や県の意思により決定された額が交付されたり、割り当てられたりする収入。国庫支出金、

県支出金、地方交付税、地方譲与税など。 

一般財源（いっぱんざいげん） 

 財源が特定されず、どのような経費にも使用することができるもの。地方税、地方譲与税、

地方交付税など。 

会計 （かいけい） 

 予算と決算の経理上の区分け。氷見市が行なう行政運営の基本的な経費を計上した会計が一

般会計で、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出とは区別して別に経理する必要がある会計は特別

会計。とりわけ、特別会計の中でも、地方公営企業法の適用を受ける会計を企業会計という。 

 氷見市では、１８年度では、一般会計のほか、企業会計が２会計、企業会計以外の特別会計

が５会計ある。(Ｐ３１付表１参照)  

基金 （ききん） 

 ある特定目的のため、財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用するために設け

られる資金又は財産をいう。要するに「氷見市の貯金（貯蓄）」のこと。 

起債 （きさい） 

 市債（地方債）を起こすこと。つまり借金をすること。 

起債制限比率 （きさいせいげんひりつ） 

 地方債の許可制限のために平成１７年度までの総務省の地方債許可方針において定められ

ていた指標で、繰上償還などの臨時的な要因や、公債費に充てられる特定の財源、地方交付税

（後述）などにより他から措置のある財源等を除き、氷見市が負担しなければならない公債費

が標準的な一般財源に占める割合をいう。平成１８年度からは原則として実質公債費比率（後

述）によって起債制限等が行われる。(財政指標の解説を参照) 

基準財政収入額 （きじゅんざいせいしゅうにゅうがく） 

 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標

準的に収入し得ると考えられる地方税などのうち、標準税率により算定した額の７５％（県も

同じく７５％）。 

基準財政需要額 （きじゅんざいせいじゅようがく） 

 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的で妥当な水準の行政サービス
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等を実施し、又は施設の維持のために必要と想定される財政需要を、一定の算式により算定し

た額をいう。 

経常収支比率 （けいじょうしゅうしひりつ） 

 人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等

の経常一般財源収入（毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されて

おらず自由に使用し得る収入のこと）がどの程度使われているかをみることにより、当該団体

の財政構造の弾力性を判断するための指標。(財政指標の解説を参照) 

決算 (けっさん) 

 一会計年度の歳入歳出予算の執行実績。 

減税補てん債 (げんぜいほてんさい) 

 住民税減税などの影響による減収分を補てんするために許可された地方債。 

公債費 （こうさいひ） 

 市債の元金の償還及び利払いに要する経費。  

公債費負担比率 （こうさいひふたんひりつ） 

 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい、この比率が高いほど財政

運営の硬直性の高まりを示している。 

財政 （ざいせい） 

 氷見市がお金をどのようにどこから調達し、どのような目的にどれだけのお金を使うかとい

う観点から行なう経済的な活動。  

財政力指数 （ざいせいりょくしすう） 

 普通交付税の算定により計算される基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の

過去３ヵ年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力の強弱を示す数値として用いる。財政力

指数が１．０に近くなる（より大きくなる）ほど財源に余裕がある。(財政指標の解説を参照) 

市債 (地方債)（しさい） 

 氷見市が資金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計年度を超えて行われる

もの（将来にわたって少しずつ返済しているもの）をいう。つまり「氷見市の借金」のこと。 

自主財源（じしゅざいげん） 

 氷見市が自主的に収入し得る財源をいう。市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財

産収入、寄附金、繰入金、繰越金などである。 

実質収支 （じっしつしゅうし） 

 会計年度の決算において、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（形式収支）から、翌

年度へ繰越すべき財源を差し引いた額。 

実質公債費比率 （じっしつこうさいひひりつ） 

 平成１８年度から地方債許可制度が協議制度に移行するにあたり、地方債の信用を保持する
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ための起債制限等を行うために定められた指標。従来の起債制限比率と異なる点は、分子に公

営企業の元利償還金への繰出金、国営事業負担金や利子補給の債務負担行為など、公債費に準

ずるものを計上していることである。この指標が18％を超えると起債は従来どおり許可制と

なり、さらに25％を超えると段階的に地方債の許可が制限される。(財政指標の解説を参照)  

性質別分類（せいしつべつぶんるい） 

 経費（歳出）をその経済的性質により分類したもの。人件費、物件費、維持補修費、扶助費、

補助費等、普通建設事業費、災害復旧事業費、公債費、積立金、投資及び出資金などに分類さ

れる 。 

単年度収支 (たんねんどしゅうし) 

 当該年度の実質収支の額から前年度の実質収支の額を差し引き、当該年度だけの収支を表し

たもの。 

地方交付税 （ちほうこうふぜい） 

 国税のうち、所得税及び酒税の収入見込額の３２％と法人税の収入見込額の３５．８％、消

費税の収入見込額の２９．５％、たばこ税の収入見込額の２５％を合算した額等を総額として

国が地方公共団体に交付する税をいう。この制度の目的は、地方公共団体の自主性を損なわず

に偏在する地方財源の不均衡を是正し、合理的かつ妥当水準の行政を行なうのに必要な財源の

確保を保障するもの。毎年度、一定の算式により交付される普通交付税（９４％）と、当該年

度の特殊事情により交付される特別交付税（６％）に分けることができる。 

特定財源（とくていざいげん） 

 財源の使途が特定されているもの。国庫支出金、地方債、分担金及び負担金、使用料及び手

数料、寄附金などのうち、使途が指定されているもの。 

目的別分類（もくてきべつぶんるい） 

 会計の経費（歳出）をその行政目的により分類したもの。現在、氷見市の一般会計予算では、

議会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、教育費、

災害復旧費、公債費、予備費に分類されている。  

標準財政規模 （ひょうじゅんざいせいきぼ） 

 地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので、普通交付税と市税、地方譲与税など

が主なもの。(財政指標の解説を参照) 

扶助費（ふじょひ） 

 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法など各種法令に基づいて支出する

ものや単独の施策として支出するもので、社会保障制度の根幹をなす経費 。 

予算（よさん） 

 一定期間における収入支出の見積り又は計画 。 

臨時財政対策債（りんじざいせいたいさくさい） 

  平成１３年度から平成２１年度の間、地方財政の通常収支不足額を補てんするために発行

する地方債。その償還に要する経費は後年度、地方交付税の基準財政需要額に全額算入される。 
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２ 財政指標の解説 

 

（１） 標準財政規模………地方公共団体の一般財源の標準規模を示す。 

基準財政

収 入 額     
－ 

地方譲与税 

交通安全対策特別交付金 
× 100/75 ＋ 

地方譲与税 

交通安全対策特別交付金 
＋ 普通交付税 

 

（２） 財政力指数………地方公共団体の財政力を判断する理論上の指標を示す。 

           数値は、過去３か年の平均値である。（１に近く１を超えるほど財源に余裕が

あるものとされる。） 
基準財政収入額 

基準財政需要額 

 

（３） 実質収支比率………標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す。 

            （おおむね３～５％が望ましいとされる。） 

実質収支額 

標準財政規模 
× 100（％） 

 

（４）経常収支比率………財政構造の弾力性を判断する指標を示す。人件費、扶助費、公債費等の義務

的性格の経常経費に、地方税、地方交付税を中心とする経常的な収入たる

一般財源がどの程度充当されているかをみるものである。（一般的には、都

市にあっては７５％程度が妥当とされる。） 

経常経費充当一般財源の額 

経常一般財源（歳入） 
× 100（％） 

 

（５）公債費比率………公債費の一般財源等に占める割合を示す。 

地方債元利償還金(繰上償

還及び転貸債を除く)(Ａ) 
－ 

元利償還に充てら

れた特定財源(Ｂ) 
＋ 

災害復旧費等に係る

基準財政需要額(Ｃ) 

標準財政規模(Ｄ)＋臨時財政対策債発行可能額(Ｆ)－(Ｃ) 

 

× 100（％） 

 

（６）起債制限比率………地方債の許可制限に係る指標として地方債許可方針に規定されていたもの。

（平成１８年度からは実質公債費比率が導入されたが、この比率の過去３年

間の平均が２０％以内の場合、起債の制限が緩和される。） 

上記(Ａ)（繰 

上償還を除く） 
－ 上記(Ｂ)  ＋ 上記(Ｃ) ＋ 

事業費補正により基準財政需      

要額に算入された公債費(Ｅ) 

上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｃ)－(Ｅ) 

 

× 100（％） 

 

（７）実質公債費比率………地方債の協議制移行に係る指標として地方財政法に規定されたもの。次の

算式による比率の過去３年間の平均をいう。（この比率が１８％を超えると

従来どおり許可制となり、２５％を超えると起債が段階的に制限される。） 

上記(Ａ)（繰上

償還等を除く） 
＋ 
(Ａ)に準ず

るもの(Ｇ) 
- 
Ａ及びＧに充て

られた特定財源 
＋ 
基準財政需要額に算入

されたＡ及びＧ(Ｈ） 

上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｈ) 

 

× 100（％） 

 


